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◇ 紀の川市は人口減少・高齢化が進展 

紀の川市の 2010 年の総人口は 65,840 人であり、10 年前と比べると▲6.0％の減少している。

2040 年の総人口は、約 47,500 人となり、およそ 10 人に 4 人が高齢者になると見込まれる。 
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＜地域資源＞  

当地域は、自然が豊かで緑が多く、豊富な農産物、社寺仏閣を主とする文化財関係、アウトドア

スポーツ関係施設、公園緑地やレジャー施設、各種の祭り・イベント、農業体験施設など、多種多

様な資源がある。 

 

① 自然に関しては、河川平野や段丘地、山地があり、多様で豊かな地理条件・景観を有している。

② 農産物に関しては、特に紀の川市は京阪神の大消費地に近い野菜・果物の産地であり、多 種

多様な野菜果物が年間を通して生産されている。 

③ 特産品・加工品に関しては、特に農産加工品が多く作られている。 
④ 神社仏閣に関しては、当地域は古代から人が住み着き、文化が栄えた地域であり、それぞれの

時代に応じて、古墳や神社仏閣、及び各種の指定文化財などがある。 
⑤ まつり・イベントに関しては、各地で伝統的な祭りや、地域産業や地域の自然生態を活かした

風物詩豊かな祭りが、季節ごとに行われている。 
⑥ 観光施設に関しては、各地域の特色を活かした施設がある。特に、民間施設であるが「めっけ

もん広場」（ＪＡ紀の里）、「たま駅長」（株式会社和歌山電鐵）はクリティカル・マスを超える

注目度があり、地域ブランドとして確立している。 
  
 【対外的に著名な地域資源】  

 紀美野町 岩出市 紀の川市 

①自然 生石高原 

（西日本最大のすすき大草原） 

 桃源郷（「あら川の桃」ブランド）

②農産物 柿 

ぶどう山椒 

ねごろ大唐 

なばな 

八朔 

いちじく    

桃 

柿 

キウイ 

清見 

③特産品 

加工品 

しゅろ箒 

家庭日用品 

金山寺味噌 

根来塗 多種多様な農産加工品 

④神社仏閣 野上八幡宮（国の重要文化財）

十三神社（国の重要文化財） 

根来寺（日本桜の名所１００選） 粉河寺（西国三番札所） 

⑤まつり 

イベント 

きみの夏祭り 

紀美野町農林商工まつり 

いわで夏まつり・いわで楽市 

紀州根来寺かくばん祭り 

粉河祭り（紀州三大祭り） 

紀の川市民まつり 

⑥観光施設 

（民間施設

を含む） 

みさと天文台 

（日本屈指の反射望遠鏡） 

県植物公園緑化センター 

根来さくらの里（道の駅） 

旧和歌山県会議事堂 

めっけもん広場（農産物産直） 

青洲の里（道の駅） 

たま駅長（わかやま電鐡） 

紀の川フライトパーク 

（パラグライダー）

いちご狩り 

 

 

産出額全国１位

産出額全国５位以内
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宿泊客 日帰り客 計

那賀海草地域 72,713 3,116,394 3,189,107

（地区別内訳）

紀美野町 33,641 476,519 510,160

岩出市 29,113 767,842 796,955

紀の川市 9,959 1,872,033 1,881,992

観光客総数
地　区

【観光目的別推計表】           （単位：人）

【観光統計表】             （単位：人）

 

＜観 光＞ 
 当地域への観光客数は、平成２６年現在、約 319
万人である。これは、和歌山県全体の観光客数約

3,064 万人の 10.4％となる。 
また、宿泊客と日帰り客の内訳を見ると、当地

域への宿泊客の割合は 2.3％（約 7.2 万人）であり、

和歌山県の宿泊客割合 17.3％（約 530 万人）と比

べると、▲15 ポイント低い。 
よって、当地域は、滞在期間（時間）が短い、

立ち寄り型・点的観光地であると言える。 
 
 当地域の観光客を観光目的別に見ると、最も観

光客数が多いのは「観光施設」の約 131 万人であ

る。特に、紀の川市にある農産物の産地直販型大型

店「ＪＡ紀の里ファーマーズマーケットめっけもん

広場」には、毎年 80 万人を超える買い物客が訪れ

ている。 
２番目に多いのが、「社寺参詣」の約 61 万人であ

る。当地域には、古墳や神社仏閣及び各種の指定文

化財などがあり、特に対外的に著名な根来寺・粉河

寺への観光客が多い。 
３番目、４番目は「スポーツ・ゴルフ・ハイキン

グ」「風景・自然鑑賞」の順番となる。当地域には、

ゴルフ場やパラグライダーなどのアウトドアスポ

ーツ施設、ハイキングコースなどがあり、豊かな自

然の中でスポーツ・レクリエーションを楽しむ観光

客が多い。 
 
当地域は、京阪神の大消費地に近く、都市部から

の小旅行地として車での日帰りレクリエーション

が可能であり、都市部にはない魅力ある地域資源が

多く、観光交流に有利な条件を有している。 
しかし、実際に利用され、知名度が高い地域資源は

限られており、地域内資源相互の連携が弱くネット

ワークも形成されていない。そのために、滞在時間

が短く、立ち寄り型の観光地、点的観光地となって

おり、選ばれる観光交流地域としての地域ブランド

力や認知度は低い。 
 

資料：平成 26年観光客動態調査報告書（和歌山県）

 

観光目的 紀美野町 岩出市 紀の川市 合　計

観光施設 174,272 38,600 1,098,360 1,311,232

社寺参詣 37,700 281,868 290,820 610,388

スポーツ・
ゴルフ・

ハイキング
160,822 34,197 159,342 354,361

風景・
自然鑑賞

49,686 141,927 120,851 312,464

その他 2,175 190,277 0 192,452

祭 20,300 50,000 113,500 183,800

花見 4,500 60,086 26,800 91,386

温泉・休養 37,858 0 44,278 82,136

キャンプ 13,247 0 8,108 21,355

観光農園 0 0 16,951 16,951

海水浴・
川泳ぎ

6,800 0 0 6,800

釣り 2,800 0 2,982 5,782

合　計 510,160 796,955 1,881,992 3,189,107
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小規模
事業者

割合
小規模
事業者

割合
小規模
事業者

建設 442 433 98.0% 441 432 98.0% △ 1 △ 1
製造 453 373 82.3% 418 341 81.6% △ 35 △ 32
卸売・小売 1,445 1,080 74.7% 1,162 883 76.0% △ 283 △ 197
飲食・宿泊 470 350 74.5% 430 325 75.6% △ 40 △ 25
サービス 1,181 988 83.7% 1,249 1,074 86.0% 68 86
その他 104 69 66.3% 132 100 75.8% 28 31

合　計 4,095 3,293 80.4% 3,832 3,155 82.3% △ 263 △ 138

建設 76 76 100.0% 77 76 98.7% 1 0
製造 98 87 88.8% 88 78 88.6% △ 10 △ 9
卸売・小売 203 186 91.6% 156 148 94.9% △ 47 △ 38
飲食・宿泊 40 35 87.5% 33 30 90.9% △ 7 △ 5
サービス 96 84 87.5% 102 93 91.2% 6 9
その他 10 6 60.0% 12 10 83.3% 2 4

計 523 474 90.6% 468 435 92.9% △ 55 △ 39
建設 76 73 96.1% 121 116 95.9% 45 43
製造 72 61 84.7% 80 66 82.5% 8 5
卸売・小売 424 272 64.2% 390 265 67.9% △ 34 △ 7
飲食・宿泊 173 104 60.1% 203 131 64.5% 30 27
サービス 380 303 79.7% 517 425 82.2% 137 122
その他 15 12 80.0% 24 18 75.0% 9 6

計 1,140 825 72.4% 1,335 1,021 76.5% 195 196
建設 290 284 97.9% 243 240 98.8% △ 47 △ 44
製造 283 225 79.5% 250 197 78.8% △ 33 △ 28
卸売・小売 818 622 76.0% 616 470 76.3% △ 202 △ 152
飲食・宿泊 257 211 82.1% 194 164 84.5% △ 63 △ 47
サービス 705 601 85.2% 630 556 88.3% △ 75 △ 45
その他 79 51 64.6% 96 72 75.0% 17 21

計 2,432 1,994 82.0% 2,029 1,699 83.7% △ 403 △ 295

商工業者 商工業者

紀の川市

増　減平成18年 平成26年

業　種地　区

（地区別内訳）

商工業者

海草那賀地域

紀美野町

岩出市

起業・創業 

地域での持続的経営

成長志向型活動 

事業承継・廃業

 
  域内小規模事業者の現状と課題 

＜小規模事業者数＞ 

平成 26 年の経済センサスに

よると、海草那賀地域の商工業

者数は 3,832 者である。その内

82.3％が小規模事業者である。 
小規模事業者は平成 18 年と

比べて▲4.2％減少し、3,155 者

となっている。なお、例外的に

岩出市の小規模事業者は増加

している。これは、和歌山市や

大阪都市圏の郊外都市として、

子育て世代を中心とした流入

人口の増加に伴うものである。 
 
＜小規模事業者の類型化＞ 

地域に3,155者存在する小規

模事業者に対して、効果的な経

営発達支援計画を策定するた

めには、小規模事業者を類型化

して分析する必要がある。類型化については、業種毎に一律に類型化を行うのではなく、中小企業

庁「小規模企業の振興を図るための施策のあり方について－小規模企業基本政策小委員会報告書－

（平成 26年 2月）」の考え方（手法）に倣い、経営課題に応じて類型化を行うことにした。具体的

には、既存の小規模事業者を①地域での持続的経営を行っている者（主に地元需要を賄う小規模事

業者）と②成長志向型活動を行っている者（地域外の需要を積極的に取り込む活動を行っている小

規模事業者）に類型化を行った。 

この類型によると、域内の小規模事業者のほとんどが①「地域での持続的経営を行っている者」

に含まれる。また、一部ではあるが②「成長志向型活動を行っている者」が存在する。 

以下この類型に着目して現状を分析し課題を抽出する。 

 

【地域小規模事業者の類型】 
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＜地域で持続的経営を行っている小規模事業者の現状＞ 

 

① 岩出市・紀の川市西部の幹線道路沿いに商業集積 

岩出市及び紀の川市西部の幹線道路（国道２４号線）沿いに大型店の進出が相次いでいる。ま

た、幹線道路沿いのテナントに小規模事業者（小売・飲食・サービス）の出店も増加し、商業集

積が進んでいる。 
 

② 地元需要を賄う経営スタイルが多い 

 小規模事業者の商圏は狭く、ほとんどが地元需要を賄う経営スタイルである。同時に、地域の

人間関係や立地環境に依存しており、簡単に当該地域を離れることが困難である。 
   

③ 商圏人口の減少・高齢化の脅威 

 地元需要を賄い、簡単に当該地域を離れることが困難な小規模事業者にとって、商圏人口の減

少・高齢化が大きな脅威となっている。 
 

④ 購買スタイルの変化による消費流出 

ＩＴ技術の発達、普及により消費者の購買スタイルが変化し、インターネットを通して地域外

から商品等を購入する人が増えてきている。地域外からの同業他社（大手通販）の参入との競争

の激化、業務のスピード化や顧客ニーズへの対応の要求が増大している。 
 

⑤ 都市部への消費流出 

 近隣の和歌山市郊外・大阪南部に大型ショッピングモールが進出し、道路交通アクセスの発達

に伴い、都市部への消費流出が増加している。 
 

⑥ 経営者層の高齢化 

  経営者層の高齢化に伴い、後継者不足、事業承継や廃業の問題が顕在化してきている。 
   

⑦ 経営課題の抽出・対応が不十分 

 地域に特化した経済動向データが少なく、また人的資源が不足している小規模事業者が独自調

査することは困難なため、現状分析による経営課題の抽出が不十分であったり、対応方針が検討

できていないケースが多い。 
 

⑧ 廃業・空き店舗の増加 

前述①～⑦の要因により、売上が減少し経営の維持が困難となっている事業所が廃業を余儀な

くされ、古くからの商店や商店街では空き店舗が増加している。 
 

⑨ 地域で持続的経営を行っている小規模事業者の潜在力 

 地域で持続的経営を行っている小規模事業者の中には、高い技術や独自性があり、取り組み次

第で、成長志向型活動に移行できる能力を持った事業者が見受けられる。 
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＜成長志向型経営を行っている小規模事業者の現状＞ 

 

⑩ 産地直販・６次産業化・ネット通販の活用 

紀の川市には、都市部からは新鮮な農産物を求めて大勢の買い物客が訪れている。特に農産物

の産地直販型大型店「ＪＡ紀の里ファーマーズマーケットめっけもん広場」の年間利用客は 80

万人を超え、そのうち 70％以上が他府県からの買い物客である。これに伴い、産地直販や地域

の豊富な農産物を活かした６次産業化による経営に取り組み、ネット通販を活用するなどして売

上を伸ばしている小規模事業者や創業者の例が見受けられる。 
 

⑪ 中山間地域を活用したカフェ 

紀美野町では、中山間地域のロケーションを活用したお洒落なカフェが急増している。行列の

できる店舗もあり、地域外や他府県からの来客も多い。マスコミにも再三取り上げられるなど、

カフェの町として有名になりつつある。 
 

⑫ ベッドタウンニーズへの対応 

岩出市では、大型店との競合が激化しているなか、ベッドタウン化の進展を捉えた飲食店・生

活関連サービス業が伸びており、地域外の需要を取り込んでいる例が多い。 
 

⑬ インターネットの普及に伴う競争の激化 

インターネットの普及に伴い、それを活用して売上を伸ばす事業所がいる一方、大手や同業他

社との競争が激化し、価格競争を余儀なくされ、シェアを奪われる事業者が増えてきている。要

因としては、競合との差別化をはかれていない又はターゲットに対し自社の商品やサービスの強

みを十分訴求できていないことなどがあげられる。 

 

⑭ 市場調査・商品開発・生産性・プロモーションの弱み 

 成長志向型活動を行っている小規模事業者は、一部の成功事例を除き、大部分が十分な成果を

上げられていない現状がある。要因としては、小規模が故の市場調査・商品開発・生産性・プロ

モーションの弱さがあげられる。 
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※ 地域小規模事業者の課題（まとめ） 

 

  前述「小規模事業者の類型毎の現状（前述①～⑭）」から抽出した課題を以下にまとめる。 

 

１ 需要の変化・減少に対応する売上の維持・拡大が最大の課題 

地域で持続的経営を行っている小規模事業者の商圏は狭く、ほとんどが地元需要を賄う

経営スタイルである。同時に、地域の人間関係や立地環境に依存しており、簡単に当該地

域を離れることが困難である。   
よって、小規模事業者が進展する人口減少・少子高齢化社会で持続的に経営を行っていく

ためには、地域における需要の変化・減少に敏感に対応し、売上を維持・拡大することが

最大かつ喫緊の課題である。 
   
２ 小規模事業者の強みを活かし、需要を見据えた経営を行う必要性 

地域で持続的経営を行っている小規模事業者は、大企業や中堅企業との競争の中、顔の

見える顧客との関係を積極的に活用して事業を行っている。そのため、顧客ニーズの変化

に敏感に対応しやすいという「小規模事業者ならではの強み」がある。この強みを活かす

ことが、前記１の課題を克服するための重要な要素となる。そして、顧客との接点を密に

しながら、人口の高齢化に伴う買い物弱者等の利便性を向上させるなど新たな商業サービ

スの掘り起しや充実をはかり、多様な商品・サービスを提供していく「需要を見据えた経

営を行う」ことが生き残りの鍵となる。 
 
３ 更なる生産性及び付加価値向上の必要性 

一方、成長志向型経営を行っている小規模事業者を取り巻く環境は、①競争が激化する

と同時に、②新たな需要を取り込める可能性や、③インターネットを通じ新たに幅広い商

圏に直接アプローチできる可能性も増加している。 

このような環境において、小規模事業者が新たな潮流を捉えるためには、前記２「強みを

活かし、需要を見据えた経営」に加え、生産性を上げ、高付加価値化を進めることにより、

イノベーションを実現していくことが重要となる。 

   
４ 情報発信・売り込み強化 

また、前記２及び３の成果をターゲットに訴求することが重要である。そのための基礎

的な体力として、小規模事業者自身による情報発信や売り込みのスキルを向上させること

が必要となる。 
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地 区 商工会名 小規模事業者 
職員数 

経営指導員 補助員 その他 計 

紀の川市 紀の川市商工会 1,446 件 6 名 3 名 5 名 14 名

那賀町商工会 253 件 1 名 0 名 2 名 3 名

岩出市 岩出市商工会 960 件 3 名 1 名 1 名 5 名

紀美野町 紀美野町商工会 435 件 3 名 1 名 2 名 6 名

合 計 3,094 件 13 名 5 名 10 名 28 名

地 区 商工会名 巡 回 窓 口 計 

紀の川市 紀の川市商工会 669 3,021 3,690

那賀町商工会 59 148 207

岩出市 岩出市商工会 241 791 1,032

紀美野町 紀美野町商工会 1,385 1,002 2,387

合 計 2,354 4,962 7,316

 

  商工会の取組みの現状と課題 

＜商工会の取組みの現状＞ 

 ① 支援体制  

海草那賀地域では、小規模事業者の類型による役割分担を行い、①地域での持続的経営を行っ

ている小規模事業者の支援は単位商工会、②成長志向型活動を行っている小規模事業者の支援

は、海草那賀ブロック経営支援センター（以下「経営支援センター」という。）にて対応してい

る。なお、経営支援センターは、平成２６年度に多様化・高度化する小規模事業者の相談に対応

するために海草那賀地域の四つの商工会が共同で設置した機関である。 

 

【単位商工会と経営支援センターの役割分担】 

                   （単位商工会） 

 

 

 

 

 

               （海草那賀ブロック経営支援センター） 

 

 

 

 

 

 

② 地域で持続的経営を行っている小規模事業者の支援 

海草那賀地域には、四つの商工会があり、小

規模事業者（約 3,200 者）の経営に関する相談

（年間約 7,300 件）について、経営指導員（13

名）が従事し、巡回・窓口指導を通じて基礎的

な経営指導を行っている。 

ここでは、主に記帳指導や税務指導等、小規

模事業者の経営資源の不足を補完することに

重点を置いている。 

しかしながら、前述した地域小規模事業者の

最大の課題である「需要の変化・減少に対応す

る売上の維持・拡大」に対応していくためには、

現行の基礎的な経営指導による個社支援だけで

は限界がある。 

 

 

 

起業・創業 

地域での持続的経営 

成長志向型活動 

事業承継・廃業

【商工会別の小規模事業者数及び職員数】 

【商工会別の経営改善普及事業の指導実績件数】 
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③ 成長志向型活動を行っている小規模事業者の支援 

経営支援センターによる支援は、成長志向型活動を行っている小規模事業者を対象に、中小企

業・小規模事業者に対する国県補助金等の申請支援を中心に行っている。 

現在、人員は４名（経営指導員１名×４商工会）であり、全員単位商工会の業務と兼務している

状況である。 

今後は、前述した成長志向型活動を行っている小規模事業者の課題である「更なる生産性・付

加価値の向上」や「情報発信・売り込み強化」に対応するには現行の体制では不十分であること

が懸念される。そのため、経営支援センターの人員見直し、専任化、資質向上、専門家の活用な

ど、支援機能を拡充する必要がある。 

 

 ④ 地域振興事業  

 当地域は、豊富な農産物、様々な歴史文化資源、豊かな自然環境、京阪神圏に近接した立地環

境など観光交流のための素材（地域資源）や立地環境に恵まれている。単位商工会においても、

特産品の開発及びＰＲ・地域の祭り・イベントなどに積極的に参画し地域振興に寄与していると

ころである。 

しかしながら、実際に利用され、知名度が高い地域資源は限られており、地域資源相互の連携

が弱くネットワークも形成されていない。そのため、観光客の滞在時間が短く、立ち寄り型の観

光地、点的観光地となっており、選ばれる観光交流地域としての地域ブランド力や認知度はまだ

まだ低い。また、地域振興事業を通じて小規模事業者の売上維持・拡大に十分繋がっていないの

が現状である。 

要因としては、①域内商工会の連携やネットワークが不十分であり、地域資源と立地条件を活

かしきれていない、また、②域内小規模事業者による観光交流客の受け入れ体制も不十分である

ことがあげられる。 
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 ※ 商工会の取組みの課題（まとめ） 

   

  前述「商工会の取組みの現状（①～④）」から抽出した課題を以下にまとめる。 

 

１ 小規模事業者に事業機会を提供していく必要 

進展する少子高齢化・人口減少社会に向けて、商圏が狭く周囲の経済社会情勢の影響を

受けやすい小規模事業者の経営については、自助努力・個社支援だけでは限界がある。 

今後は、これまで別々に展開してきた地域振興事業について、域内商工会が連携しネット

ワークを形成することにより、農商工連携による観光交流人口への対応など地域と連携し

た取り組みによる活性化方策を検討し、地域ぐるみのにぎわい創出、地域ブランドを活か

した魅力ある商品、サービスの展開、さらにはこれらの地域の魅力向上と観光をセットに

した観光交流人口の増加策など、地域全体を活性化するための面的な支援に取り組み、小

規模事業者に事業機会を提供して行く必要がある。 

 

２ 需要を見据えた事業計画の策定支援 

 進展する少子高齢化・人口減少社会に向けて、小規模事業者の最大の課題である「需要

の変化・減少に対応する売上の維持・拡大」に対して効果的な支援を行うには、従来の基

礎的な経営指導では限界がある。今後は、顧客ニーズなど需要側に着目して、需要を掘り

起こしていく、又は需要を引き寄せていくことが必要となる。そのためには、小規模事業

者の販売する商品・サービスの需要動向に関する情報の収集、整理、分析及び提供を行い、

小規模事業者が経済社会情勢の変化に対応し、顧客ニーズや自らの強み・弱みを踏まえ、

需要を見据えた事業計画を策定し、実践できるよう支援を行う必要がある。 
 

３ 同一商圏内の単位商工会の連携 

 前述の課題を克服し、小規模事業者支援をより一層効果的・効率的にするためには、①

同一商圏内の単位商工会間の指導ノウハウの共有・活用・連携が不可欠であり、②既存の

連携支援組織体制である「海草那賀ブロック広域経営支援センター」を活用、機能拡充す

ることにより、スケールメリットを活かした取り組みを行う必要がある。 
 また、行政や支援関係機関との連携を密にし、地域ぐるみで支援ができるよう体制を整

備する必要がある。 
 

 

 

 

 

 

 

 



－１４－ 

 

  中長期的な振興のあり方 

 海草那賀地域の商工業の約８割を占める小規模事業者は、地域経済の活性化や雇用の創出はもと

より、地域社会の活力を維持していく上でも、極めて重要な役割を担っている。 
 しかしながら、地域小規模事業者は、進展する人口減少・高齢化・競争の激化、地域経済の低迷

といった構造変化に直面しており、需要の変化・減少に対応する売上の維持・拡大が最大の課題と

なっている。 
そのような厳しい経営環境において、地域小規模事業者が持続的に事業を発展させていくために

は、地域内外の需要動向や自らの強みを分析し、新たな需要を獲得するために事業を再構築してい

くことが必要であるが、これらの取組を独力で行うことは、多くの小規模事業者にとって容易では

ない。 
よって、４商工会は、小規模事業者による意欲ある取組を強力に支援し、小規模事業者の持てる

力を最大限に引き出していくため、これまでの経営改善普及事業に加え、自らの強みである「伴走

型」支援の特色を活かし、地域小規模事業者の身近な支援機関として、次の二つを柱にした事業に

連携して取り組み、地域小規模事業者の中長期的な振興をはかる。 
 

＜観光振興による地域活性化＞ 

海草那賀地域は、京阪神の人口集積地に近く、都市部にはない魅力ある地域資源（豊かな自然、

農産物等）が多く、観光交流に有利な条件を有している。 
また、地域小規模事業者の中には、地域の強み・自らの強みを活かして成長志向型活動を展開し

地域外の需要を獲得している者や、地域の強み・自らの強みを活かした事業を再構築することによ

り成長志向型活動に移行できる能力を有する者が存在する。 
これら地域の観光資源と小規模事業者の持てる力を最大限に引き出し、有機的に連携させた観光

振興による地域活性化に取り組み、地域外の活力を呼び込み、地域全体としての事業力・経済力の

向上をはかる。これにより、地域小規模事業者に事業機会を提供し、持続的な事業の発展を促す。

 
＜需要を見据えた経営の促進＞ 

 地域小規模事業者の最大の課題である「需要の変化・減少に対応する売上の維持・拡大」の解決

をはかるために、地域小規模事業者が「需要を見据えた経営」を実践できるよう４商工会が連携し、

地域小規模事業者の二つの類型に応じたきめ細やかな伴走型支援を次の通り行う。 
 
① 地域の小規模事業者のほとんどを占める「地域での持続的経営」行っている小規模事業者が、

地域で進展する人口減少・少子高齢化社会に対応し、地域の需要を見据えた事業計画を策定・

実践することにより持続可能な経営を行い発展していけるよう支援する。 
  また、これにより潜在力を引き出し、地域外の需要を取り込むなど「成長志向型活動」への

移行を促す。 
 
② 「成長志向型活動」を行っている小規模事業者が、新たな潮流を捉え、更なる生産性、付加

価値向上に取り組み、その成果をターゲットに訴求できるよう情報発信・売り込み強化などに

よる販路開拓を支援する。 
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  経営発達支援事業の目標 

観光振興による地域活性化の目標 ① 地域のブランド化・にぎわいの創出 
② 観光交流客の受け入れ体制づくり 
③ 観光プロモーションの推進 

需要を見据えた経営の促進の目標 ① 地域需要を見据えた経営の実践支援 
② 成長志向型活動への移行・発展支援 
③ プロモーション強化支援 

 
 

  目標達成に向けた取り組み方針  

目標達成に向けた取り組み方針 取り組み事業 

観
光
振
興
に
よ
る
地
域
活
性
化 

① 地域のブランド化・にぎわいの創出 

当地域の強みである都市部にはない魅力ある地域資源

を活用・発掘・ブランド化し、クリティカル・マスを超

える注目度を創出・演出する。 

・地域資源活用事業 
・観光商業プロデュース 
・食のイベント 

② 観光交流客の受け入れ体制づくり 

 地域小規模事業者が、地域の強みと自らの強みを最大

限に活かした魅力ある商品又はサービスを展開できるよ

う支援し、観光交流客の受け入れ体制を整える。 

③ 観光プロモーションの推進 

前記①②の成果を京阪神の人口集積地に対し訴求し、

観光交流人口の増加をはかる。 

需
要
を
見
据
え
た
経
営
の
促
進 

① 地域需要を見据えた経営の実践支援 

「地域での持続的経営」を行っている小規模事業者が、

多様化する地元の需要を賄うと共に地域の潜在的な需要

の創造・掘り起こしをはかり、持続可能な経営を行い発

展していけるよう事業計画の策定・実践を伴走支援する。

・地域経済動向調査 
・需要動向調査 
・経営状況分析 
・事業計画策定支援 
・フォローアップ 
・販路開拓支援 ② 成長志向型活動への移行・発展支援 

「地域での持続的経営」を行っている小規模事業者の潜

在力を引き出し、地域外の需要を取り込めるよう事業計

画策定・実践を伴走支援する。また、「成長志向型活動」

を行っている小規模事業者が、新たな潮流を捉え、更な

る生産性・付加価値向上ができるよう事業計画の策定・

実践を伴走支援する。 

③ プロモーション強化支援 

地域小規模事業者が取り組んだ成果をターゲットに対

し的確に訴求できるよう伴走支援する。 
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起業・創業 

地域での持続的経営 

成長志向型活動 

事業承継・廃業

 地域ぐるみで総力を挙げた支援体制の整備 

 以上２つの目標達成に向けた取り組みを効果的・効率的に行

うために、海草那賀地域の４商工会（紀美野町商工会・岩出市

商工会・紀の川市商工会・那賀町商工会）が協力し、共同で支

援する体制を整備・拡充し、スケールメリットを生かした支援

を行う。 
また、行政や支援関係機関との連携を密にし、地域ぐるみで支

援ができるよう体制を整備する。 

・支援センターの機能拡充

・経営指導員の資質向上 
・関係支援機関との連携 

 

【経営発達支援事業の目標イメージ】 

観光振興による地域活性化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
  共同実施を行う理由 

  経営発達支援事業を４商工会が共同して実施する理由は、次の通りである。 
① 観光振興による地域の活性化をはかるには、単会による単独実施では小規模で訴求力が弱く、

十分な効果を見込めない。これからは、それぞれの地域の観光資源と小規模事業者の持てる力

を最大限に引き出し、それらを有機的に連携させ、ネットワークを形成することにより、魅力

ある商品又はサービスを展開し、スケールメリットを活かした観光交流客の受け入れ体制を整

える必要がある。 
② 需要を見据えた経営の促進をはかるには、既存の連携支援組織体制である「海草那賀ブロック

広域経営支援センター」を活用、機能拡充することにより、単位商工会間の指導ノウハウの共

有・活用・連携するなどマンパワーを集約した共同実施の方が効率的かつ効果的である。 
 

移 

行

需要を見据えた経営の促進

 

 
 

生産性・付加価値向上 

観光交流 

事業機会 

 

販
路
開
拓
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

 

（１）経営発達支援事業の実施期間  
平成２９年４月１日～平成３４年３月３１日 

 

（２）経営発達支援事業の内容 

 

Ⅰ．経営発達支援計画の内容 

 

１．地域の経済動向調査に関すること【指針③】 
  

（現 状） 

４商工会では、経営指導員が相談指導（巡回・窓口）の際、地域の経済･市場･需要等の動向

についてヒアリング等により実態把握に努めてきた。しかしながら、①組織的・計画的な調査

ではないため、経営指導員個人の経験やスキルに左右されことが多く、また、②収集したデー

タは、相談指導の際の内部データとしての活用に留まっている。 

そのため、近年の構造変化に対し地域小規模事業者が持続的に発展するための支援を行うた

めの基礎資料としては内容的に不十分であり、見直す必要がある。 

 

（今後の取り組みと期待できる効果） 

４商工会が経営発達支援計画を実施していくうえで、地域の経済動向を調査し把握すること

は必要不可欠である。今後は、海草那賀ブロック広域経営支援センターを中心に４商工会が連

携し、地域の経済動向調査及び収集したデータの整理・分析を行い、地域小規模事業者に役立

つ情報を提供し、経営発達支援に積極的に活用する。 
これにより、地域小規模事業者の「需要を見据えた事業計画策定」や「実効性の高い販路開

拓」を効果的・効率的に支援して行くことが可能となる。 

 

＜目 標＞ 

地域の経済動向について四半期毎に把握し、地域小規模事業者の経営発達支援に活用する。 
 

＜情報の収集＞ 

 四半期毎に地域の経済動向に関する情報について、次のとおり調査及び収集する。 

 

  地域小規模事業景況調査（独自調査） 

中小企業庁「中小企業景況調査」の手法を参考に、当地域独自の景況調査を行う。具体的

には、地域小規模事業者 100 社（４業種）を対象に、四半期毎に経営状況（調査項目：売上、

業況、設備投資、引き合い、販売仕入単価、採算性、資金繰り、雇用状況など）について、

調査票を配布し、経営指導員による巡回聞き取り調査を行う。 

 

  一般財団法人和歌山社会経済研究所の景気動向調査資料の活用 

  当該研究所が発表する「景気動向調査」及び「経済指標」から、業種別景況感、県内企業

の経営マインド、消費者マインド等、主要な統計指標を選定し、地域小規模事業者に役立つ

県内の経済動向を収集整理する。 

 

  和歌山県の経済動向調査資料の活用 

和歌山県が発表する「経済動向調査」等から消費者物価、製造品出荷額、卸売販売額、小



－１８－ 

売販売額、事業者数、従業者数、課税対象所得、農業産出額等、主要な統計指標を選定し、

地域小規模事業者に役立つ県内の経済動向を収集整理する。 

 

＜情報の整理・分析＞ 

  調査収集したデータ（前述 ～ ）は、海草那賀ブロック広域経営支援センターが取りま

とめ、地域ベースで集計・分析し、地域小規模事業者に分かりやすい形で提供できるよう「地

域経済動向レポート（仮称）」を四半期毎に作成する。 

 

＜成果の活用＞ 

 作成した「地域経済動向レポート（仮称）」を次のとおり活用する。 

  商工会において、地域小規模事業者の経営発達支援に活用する。 

  ホームページ及び商工会報への掲載、相談指導業務（窓口・巡回）など、あらゆる機会を

通じて域内の小規模事業者に情報提供し、経営状況分析や事業計画を策定する際の基礎デー

タとして活用する。 
  地域ぐるみでの支援ができるよう連携機関等へ情報提供し、共有活用する。 
  地域経済の活性化に資する事業活動に活用する。 

  巡回時のコミュニティツールに活用し、小規模事業者と接する機会を増やし支援先を発掘

する。 

 

＜数値目標＞ 

  地域小規模事業景況調査（独自調査）の対象事業所数                 

地区＼年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 

経営支援センター（合計） 100件 100件 100件 100件 100件

（内 訳） 

 

 

 

紀の川市商工会 48件 48件 48件 48件 48件

岩出市商工会 32件 32件 32件 32件 32件

紀美野町商工会 14件 14件 14件 14件 14件

那賀町商工会 6件 6件 6件 6件 6件

※ 調査対象事業所数：地域小規模事業者3,155社×３%で算出（10未満切上） 

※ 商工会毎の内訳 ：管内の小規模事業者数に応じて按分 

 

  情報の収集・整理・分析・活用に関する数値目標 

項目＼年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 

地域小規模事業景況調査

（独自調査）の実施回数 
4回 4回 4回 4回 4回 

和歌山社会経済研究所の
地域経済動向調査の収集
分析回数 

4回 4回 4回 4回 4回 

和歌山県の経済動向調査
の収集分析回数 

4回 4回 4回 4回 4回 

商工会による取りまとめ
「地域経済動向レポート
（仮称）」の公表回数 

4回 4回 4回 4回 4回 
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２．経営状況の分析に関すること【指針①】 
 

（現 状） 

これまでは、経営指導員が相談内容に応じた経営分析を行ってきたが、主に金融相談時の財

務や経営の簡易な分析により、弱みを改善（補完）する経営指導が中心であった。 

そのため、近年の構造変化に対し地域小規模事業者が持続的に発展するための支援としては

不十分であり、見直す必要がある。 

 

（今後の取り組みと期待できる効果） 

４商工会が経営発達支援計画を実施していくためには、まず、個社の財務状況や強み・弱み

などの現状を深く知る必要がある。今後は、海草那賀ブロック広域経営支援センターを中心に

４商工会が連携し、個社の経営分析を行い、その分析結果を個社にフィードバックし、経営課

題の抽出や解決に向けた支援や事業計画策定につなげていく。 

これにより、地域小規模事業者の「需要を見据えた事業計画策定」や「実効性の高い販路開

拓」を効果的・効率的に支援して行くことが可能となる。 

 

＜目 標＞ 

地域小規模事業者の経営分析を行い、財務状況や強み・弱みなどの現状を深く把握し、事業

計画の策定支援、策定後の実施支援を適切に実施していくために活用する。 

 

＜経営分析を行う項目＞ 

  財務分析 

分 類 項 目 

収益性 経営資本対営業利益率、売上高対営業利益率等 

安全性 総資本対自己資本比率、自己資本対固定資産比率、流動比率等 

効率性 経営資本回転率、自己資本回転率、売上債権回転率等 

生産性 従業員一人当たりの年間売上高、従業員一人当たりの付加価値額等 

成長性 総資本増加率、売上高増加率、営業利益増加率等 

※ 財務分析システムとして、①経済産業省の「ローカルベンチマーク」と②全国商工会
連合会の「経営分析システム」を活用する。 
 

  売上分析 

項 目 ＡＢＣ分析、粗利分析、損益分岐点、付加価値額等 

 

  ＳＷＯＴ分析 

分 類 項 目 

外部環境分析 
（機会・脅威）

マクロ的要素：自然環境、社会環境、産業構造等 
ミクロ的要素：需要状況、顧客動向、競合動向、製品関連技術、 

原材料、市場と供給業者の動向等 

内部環境分析 
（強み・弱み）

ヒト：経営者、後継者、従業員、組織体制等 
モノ：商品・製品、価格、機械設備等 
カネ：収益性、効率性、安全性、成長性、ＣＦ等 
情報：ノウハウ、知的財産、情報収集力、ＨＰ等 
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＜経営分析の手段と手法＞ 

  経営分析を行う個社のピックアップ 

商工会報、ＤＭ、巡回及びセミナー等により経営分析の必要性・重要性を積極的に周知し、

経営分析を行う事業所を次のとおり掘り起こす。 

 
① 巡回による掘り起し 

経営指導員が巡回等により事業所の基礎情報を収集しタイプ別に分類後、重点支援対象
小規模事業者の絞込みを行い、経営分析の実施を働きかける。 
【重点支援対象小規模事業者】 

・事業計画策定に意欲的な小規模事業者 
・後継者がいる小規模事業者、従業員がいる小規模事業者 
・収支状況が悪化し、経営改善計画が必要とされる小規模事業者 

 

② 経営分析セミナーの開催（年１回） 

専門家による経営分析セミナーを開催し地域小規模事業者の参加を募る。なお、当該セ

ミナーには前記①で掘り起こした重点支援対象小規模事業者にも受講を促す。 

 

  経営分析及び結果のフィードバック 

 前記 でピックアップした個社に対し、経営分析を行うとともに、その結果をフィードバッ

クする。また、経営分析セミナーにおいて、経営分析結果に基づいた課題の抽出や解決に向け

ての個別相談を併せて実施する。 

 

＜経営分析結果の活用＞  

  経営分析結果を当該小規模事業者にフィードバックする。これにより、自社の経営状況を客

観的に把握することができ、課題の抽出や解決に向けた事業計画策定につなげる。 

  経営指導員が経営分析結果を活用し、より効果的・効率的な支援を行う。 

  また、分析結果を職員間で共有し、複数の職員による横断的・継続的な支援に取り組む。 

 

＜数値目標＞ 

  経営分析件数 

地区＼年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 

経営支援センター（合計） 70件 70件 70件 70件 70件 

（内訳） 

 紀の川市商工会 34件 34件 34件 34件 34件 

岩出市商工会 22件 22件 22件 22件 22件 

紀美野町商工会 10件 10件 10件 10件 10件 

那賀町商工会  4件  4件  4件  4件  4件 

※ 年度毎の目標数：地域小規模事業者3,155者×2%に設定（10未満切上） 

※ 商工会毎の内訳：管内の小規模事業者数に応じて按分 

※ 各年度の目標件数は、新規の件数である。 

 

  経営分析セミナーの回数及び出席者数 

項目＼年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 

経営分析セミナー  1回  1回  1回  1回  1回 

出席者数 70人 70人 70人 70人 70人 

※ 出席者の地区別内訳は、前表 経営分析件数の内訳と同じ。 
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３．事業計画策定支援に関すること【指針②】 
 

（現 状） 

これまでは、経営指導員が相談内容に応じた事業計画策定支援を行ってきたが、主に金融相

談や補助金申請時の事業計画策定支援であり、対症的な経営指導が中心であった。 

そのため、近年の構造変化に対し地域小規模事業者が持続的に発展するための支援としては

不十分であることから、見直しの必要がある。 

 

＜今後の支援に対する考え方＞ 

近年、人口減少など小規模事業者を取り巻く経営環境が激変していることを踏まえると、小

規模事業者が経済社会情勢の変化に対応し、自らのビジネスモデルを再構築するため、顧客ニ

ーズや自らの強み・弱みを踏まえた事業計画に基づく経営を推進することが重要となっている。 

今後は、海草那賀ブロック広域経営支援センターを中心に４商工会が連携し、地域経済動向

調査や経営分析結果、需要動向調査の成果を活用しつつ、地域小規模事業者が需要を見据えた

事業計画を策定できるよう支援を行う。 

 

＜支援対象＞ 

 支援対象（地域小規模事業者）を次の二つの類型に分けて、類型毎の経営課題に応じたきめ細

やかな支援を行う。 

 

  地域での持続的経営を行っている小規模事業者 

  主に地元需要を賄う小規模事業者であり、ほんとんどがこの類型に含まれる。 

  成長志向型活動を行っている小規模事業者 

  地域外の需要を積極的に取り込む活動を行っている小規模事業者。 

 

＜目 標＞ 

  地域小規模事業者のほとんどを占める「地域での持続的経営を行っている小規模事業者」

が、多様化する地元の需要を賄うと共に地域の潜在的な需要の創造・掘り起しをはかり、持

続可能な経営を行い発展していけるよう事業計画の策定を支援する。また、当該事業者の潜

在力を引き出し「地域での持続的経営」から「成長志向型活動」への移行を促す。 
  「成長志向型活動を行っている小規模事業者」が新たな潮流を捉え、更なる生産性・付加

価値向上ができるよう事業計画の策定を支援する。 
    前記  により、地域小規模事業者の需要を見据えた経営の促進をはかる。 

 

＜手段・手法＞ 

  事業計画策定支援を行う個社のピックアップ 

商工会報、ＤＭ、巡回及びセミナー等により事業計画策定の必要性・重要性を積極的に周

知し、経営計画策定支援事業所を次のとおり掘り起こす。 

 
① 巡回による掘り起し 

経営指導員が巡回等により事業所の基礎情報を収集しタイプ別に分類後、重点支援対象
小規模事業者の絞込みを行い、事業計画の策定を働きかける。 
【重点支援対象小規模事業者】 

・事業計画策定に意欲的な小規模事業者 
・後継者がいる小規模事業者、従業員がいる小規模事業者 
・収支状況が悪化し、経営改善計画が必要とされる小規模事業者 
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② 事業計画策定セミナーの受講勧奨 

・ 事業計画策定セミナーの開催を広報し、参加を募る。 

・ 経営分析を行った事業所に対して、引き続き当該セミナーの受講を働きかける。 

・ 巡回等により掘り起こした事業所（前記①）に受講を促す。 

 

  事業計画策定セミナーの開催（２時間×４回） 

  専門家による講義を受けながら、個社が事業計画を策定する。なお、各 STEP 間には、適宜

インターバル期間（１週間程度）を設け、経営指導員が個社の事業計画策定の進捗状況に応じ

た伴走支援を行う。 

  

（セミナーの内容） 

① 時 間  ２時間×４回 

 ② 定 数  ７０名（昼の部３５名／夜の部３５名） 

 ③ カリキュラム 

STEP 内容等 活用するデータ等

1 

① 事業計画の必要性 

② 事業計画作成の流れ 

③ 経営環境の把握 

地域経済動向調査 

経営分析 

2 
④ 経営の方向性とコンセプトの策定 

⑤ 持続的発展につなげる商品（サービス）開発の考え方 

需要動向調査 

3 
⑥ 売上げ向上のためのマーケティング 

⑦ 売上げ計画の作り方（売上げ計画の立て方） 

 

4 ①～⑦の成果を事業計画に落とし込む  

※ セミナーは、経営指導員が講師の補助を務め、個社をフォローしながら進める。 

 

  事業計画のブラッシュアップ 

① 専門家による個別相談（１日７件×１０日） 

個社が前記 で策定した事業計画書を専門家に相談しながらブラッシュアップする。 

   ② 経営指導員によるフォロー 

    個社の事業計画のブラッシュアップについて、経営指導員が伴走支援する。 

 

＜数値目標＞ 

  事業計画策定事業所数 

地区＼年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 

経営支援センター（合計） 70件 70件 70件 70件 70件 

（内訳） 

 紀の川市商工会 34件 34件 34件 34件 34件 

岩出市商工会 22件 22件 22件 22件 22件 

紀美野町商工会 10件 10件 10件 10件 10件 

那賀町商工会  4件  4件  4件  4件  4件 

※ 年度毎の目標数：地域小規模事業者3,155者×2%に設定（10未満切上） 

※ 商工会毎の内訳：管内の小規模事業者数に応じて按分 

※ 各年度の目標件数は、新規の件数である。 
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  事業計画策定セミナーの回数及び出席者数 

項目＼年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 

事業計画策定セミナー 

昼の部 開催回数

 出席者数

 

4回 

35人 
(延べ140人）

 

4回 

35人 
(延べ140人）

 

4回 

35人 
(延べ140人）

 

4回 

35人 
(延べ140人） 

 

4回 

35人 
(延べ140人）

夜の部 開催回数

出席者数

4回 

35人 
(延べ140人）

4回 

35人 
(延べ140人）

4回 

35人 
(延べ140人）

4回 

35人 
(延べ140人） 

4回 

35人 
(延べ140人）

合 計 

開催回数

出席者数

 

8回 

70人 
(延べ280人）

 

8回 

70人 
(延べ280人）

 

8回 

70人 
(延べ280人）

 

8回 

70人 
(延べ280人） 

 

8回 

70人 
(延べ280人）

※ セミナーは、全４回（STEP１～４）開催する。 

※ 同内容のセミナーを昼の部と夜の部に分けて開催する。 

※ 参加者（支援対象者）は、昼の部又は夜の部のいずれかを受講する。 

※ 出席者の地区別内訳は、前表 事業計画策定事業所数の内訳と同じ。 

 

    事業計画ブラッシュアップ個別相談会の回数及び相談者数 

項目＼年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 

専門家による事業計画ブラ

ッシュアップ個別相談会 

開催回数

相談者数

 

 

10回 

70人 

 

 

10回 

70人 

 

 

10回 

70人 

 

 

10回 

70人 

 

 

10回 

70人 

※ 専門家による個別相談会は、予約制とし１日７件対応する。 

※ 相談者（支援対象者）は、原則１回のブラッシュアップを行う。 

※ 相談者の地区別内訳は、前表 事業計画策定事業所数の内訳と同じ。 
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４．事業計画策定後の実施支援に関すること【指針②】 
 

（現 状） 

  これまでは、事業計画策定後の実施支援については、経営指導員の判断により行ってきた。 

そのため、個社の自主性や経営指導員の経験・スキルに左右されることが多く、指導内容・頻

度等に差異が生じ、結果的に計画が頓挫してしまう案件が見受けられた。 

 

（今後の取り組み） 

今後は、策定した事業計画が画餅に帰さぬよう、海草那賀ブロック広域経営支援センターを

中心に４商工会が連携し、個社が策定した事業計画を着実に実践できるよう、四半期毎に巡回

によるフォローアップに取り組み、持続的発展につなげていく。 

 

＜目 標＞ 

  事業計画を策定した全ての事業所を対象に、四半期毎に巡回によるフォローアップを行い、策

定した事業計画の進捗状況を確認しながら状況に応じた必要な支援を伴走型で取り組むことに

より、需要を見据えた経営の促進をはかる。 

 

＜指導内容＞ 

  経営指導員が定期的（四半期に１回）に巡回し、進捗状況を確認する。 

計画と実績に大きな乖離が生じている場合は、要因分析を行い、解決に向けての支援を行

う。また、必要に応じて専門家の派遣や関係機関との連携によるフォローアップを行う。 

  事業計画遂行に必要な情報提供 

① 地域経済動向調査・需要動向調査の情報提供 

 ② 事業計画遂行における資金需要に対する小規模事業者経営発達支援融資制度等 

 ③ 国・県・市町村の小規模事業者施策等 

  財務分析による成果確認 

①経済産業省の「ローカルベンチマーク」及び②全国商工会連合会の「経営分析システム」

を活用した財務分析を行い、事業計画遂行の成果を財務指標等により確認する。 

  前記 ～ の指導により、個社のＰＤＣＡサイクルの確立をはかる。 

 
＜数値目標＞ 

事業計画策定後３年間は四半期に１回、巡回による進捗確認を行う。その後は状況に応じて

巡回する。また、特に課題がある場合は、集中的に訪問など臨機応変に対応する。 

 

  事業計画策定後のフォローアップ事業所数 

地区＼年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 

経営支援センター（合計） 70件 70件 70件 70件 70件 

（内訳） 

 紀の川市商工会 34件 34件 34件 34件 34件 

岩出市商工会 22件 22件 22件 22件 22件 

紀美野町商工会 10件 10件 10件 10件 10件 

那賀町商工会  4件  4件  4件  4件  4件 

※ 年度毎の目標数：地域小規模事業者3,155者×2%に設定（10未満切上） 

※ 商工会毎の内訳：管内の小規模事業者数に応じて按分 

※ 各年度の目標件数は、新規の件数である。 
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  事業計画策定後のフォローアップ巡回数 

地区＼年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 

経営支援センター（合計） 280回 280回 280回 280回 280回 

（内訳） 

 

 

 

紀の川市商工会 136回 136回 136回 136回 136回 

岩出市商工会 88回 88回 88回 88回 88回 

紀美野町商工会 40回 40回 40回 40回 40回 

 那賀町商工会 16回 16回 16回 16回 16回 

※ 巡回目標回数 ：事業計画を策定した全事業所数70件×４回（四半期に１回） 

※ 商工会毎の内訳：管内の小規模事業者数に応じて按分 

※ 各年度の目標件数は、新規の件数である。 
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５．需要動向調査に関すること【指針③】 
 

（現 状） 

小規模事業者が商品･サービスを開発する際、特定の原材料や素材ありきであったり、個社の

技術でつくれるものは何かといったように、シーズ発想を元にしたプロダクトアウト型の商品

開発になりやすい傾向があり、４商工会もそれに応じた支援を行っていた。 
 

（改善点） 

しかしながら、消費者に受け入れられる売れる商品をつくるためには、ニーズ発想をもとに

したマーケットイン型のアプローチが不可欠である。よって、今後は、海草那賀ブロック広域

経営支援センターを中心に４商工会が連携し、個社に対しマーケットインの考え方を啓発し、

対象となるマーケットの動向等の情報を提供したりして、個社自身にニーズの重要性を気付い

てもらい、シーズ発想をニーズ発想に引き込んでいくような支援に取り組む。 
 

＜目 標＞ 

 個社の商品（サービス）づくりに対し、マーケットインの考え方を浸透させるため、需要動

向調査を支援し、持続的発展につながる事業計画の策定・実践及び販路開拓に繋げる。 

 

＜支援対象者＞ 

  次の ～ のいずれかにあてはまる小規模事業者を支援対象とする。 

  経営分析・事業計画策定セミナー受講者 

  既存商品（サービス）のブラッシュアップをはかる小規模事業者 

  新たな商品（サービス）開発を目指す小規模事業者 

 

＜事業内容＞ 

  需要動向調査セミナーの開催（年１回） 

事業計画策定セミナーの受講者全員を対象に、専門家による「需要動向調査に関するセミナー」

を開催し、個社の商品（サービス）づくりに対し、マーケットインの考え方の浸透をはかり、具

体的な需要動向調査の取り組みや需要動向調査にもとづいた商品（サービス）づくりに活かす。

 

  個社支援を行う小規模事業者の販売する商品又はサービスを対象とした調査 

前記 需要動向調査セミナー受講後、個社が取り組む需要動向調査について、経営指導員が

個社の状況に応じた伴走支援を行う。 

 

【調査対象商品（サービス）】 
 個社（支援対象者）が取り組む下記の商品（サービス）を調査対象とする。 

① ブラッシュアップをはかる既存商品（サービス） 

② 新たな商品（サービス）のコンセプト 

③ 試作品（サービス） 

 

【調査対象者】 

調査対象者は、前記【調査対象商品（サービス）】の①ターゲット層に近い顧客（顧客名簿

等から抽出）、②ターゲット層に近い消費者、及び③予定する販路先のバイヤー等とする。 
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【調査項目】 

 調査項目は、個社・指導員・専門家の３者で協議し、個社毎の課題や調査対象者に応じて選定

する。なお、主な調査項目は、個社の取り組み段階に応じて次のとおり設定する。 

 
第１段階 新たな商品（サービス）コンセプトの設定 

個社が取り組む①ブラッシュアップをはかる既存商品（サービス）及び②新たな商品（サ

ービス）のコンセプトに関して、想定するターゲット層の反応や意識を検証するために、以

下の項目を調査する。 

主な調査項目 
・ 商品（サービス）に関心がありそうか、欲しいと思っているか 
・ 誰が関心を示しているか、ターゲットとなるのは誰か 
・ どのような使い方、機会を想定しているか 
・ どのような効果、効用を期待しているか 
・ 商品（サービス）に関連して、現状で困っているようなことはあるか 
※ 当該調査の対象者は、主に①ターゲット層に近い顧客、②ターゲット層に近い消費者をメイン

とする。また、必要に応じ、③予定する販路先のバイヤー等も対象とする。 

※ 調査項目は、前表「主な調査項目」をメインとし、個社、経営指導員及び専門化の協議によ

り、個社の状況、調査対象商品（サービス）コンセプト及び調査対象者等を考慮し、適宜加除修

正する。 

※ 個社は、当該調査により得られた評価を踏まえて、商品（サービス）開発の方向性や基本方針

を定める。また、必要があればこのサイクルを繰り返し、商品（サービス）コンセプトを練り直す。 

 

第２段階 試作品（サービス）の開発 

個社が商品（サービス）コンセプトに基づいて開発した試作品（サービス）について、

想定するターゲットや販路での評価を検証するために、以下の項目を調査する。 

主な調査項目 

・ 商品（サービス）コンセプトは正確に伝わっているか 

・ 使用した（食べた）印象はどうか 

・ どのような場面で使用したいと思っているか 

・ 商品機能・使用面で改善点はあるか 

・ 価格（量）をどのように設定すべきか 

※ 当該調査の対象者は、①ターゲット層に近い顧客、②ターゲット層に近い消費者、及び③予

定する販路先のバイヤー等とする。 

※ 調査項目は、前表「主な調査項目」をメインとし、個社、経営指導員及び専門化の協議によ

り、個社の状況、調査対象試作品（サービス）及び調査対象者等を考慮し、適宜加除修正す

る。 

※ 個社は、当該調査により得られた評価を踏まえて商品（サービス）化に向けた改良に取り組

む。また、必要があれば、このサイクルを繰り返し、商品（サービス）化につなげる。 

 

【手段・手法】 

① 調査は、個社・経営指導員及び専門家の三者で協議し、個社の状況に応じて、○ア定性調査、

○イ定量調査、又は○ア及び○イを併用して行う。 
② 調査データの収集は、各調査毎に１社当たり50件を目標とする。 

③ 個社の調査・収集の進捗状況に応じて、経営指導員が伴走支援する。 

④ 収集したデータは、海草那賀ブロック広域経営支援センターが取りまとめ、集計・分析し、

個社にフィードバックする。 
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【成果の活用】 

    分析結果は、①新たな販路開拓、②新商品（サービス）開発、③既存商品（サービス）の

ブラッシュアップ、及び④事業計画策定等に活用し、個社の持続的発展につなげる。 
  

 

＜数値目標＞  

  需要動向調査セミナー開催回数・参加者数        

支 援 内 容 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 

需要動向調査セミナー開
催回数 

昼の部
夜の部

 
 

1回 
1回 

 
 

1回 
1回 

 
 

1回 
1回 

 
 

1回 
1回 

 
 

1回 
1回 

   参加者数（合計） 70人 70人 70人 70人 70人 

（内訳） 

 紀の川市商工会 34人 34人 34人 34人 34人 

岩出市商工会 22人 22人 22人 22人 22人 

紀美野町商工会 10人 10人 10人 10人 10人 

 那賀町商工会  4人  4人  4人  4人  4人 

※  目標数値の算出根拠：地域小規模事業者3,155社×2%で算出（10未満切上） 

※  商工会毎の内訳：管内の小規模事業者数に応じて按分 

※  各年度の目標数は需要動向調査セミナー参加支援小規模事業者数 

※ 同内容のセミナーを昼の部と夜の部に分けて開催する。 

※ 参加者（支援対象者）は、昼の部又は夜の部のいずれかを受講する。 

 

  需要動向調査支援小規模事業者数 

経営支援センター（合計） 70人 70人 70人 70人 70人 

（内訳） 

 紀の川市商工会 34人 34人 34人 34人 34人 

岩出市商工会 22人 22人 22人 22人 22人 

紀美野町商工会 10人 10人 10人 10人 10人 

 那賀町商工会  4人  4人  4人  4人  4人 

※  目標数値の算出根拠：地域小規模事業者3,155社×2%で算出（10未満切上） 

※  商工会毎の内訳：管内の小規模事業者数に応じて按分 

※  各年度の目標数は需要動向調査実施小規模事業者数 
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６．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること【指針④】 
 

（現 状） 

これまで小規模事業者の多くは、人口減少や大型店等の進出により売上減少を余儀なくされ、

それに対して新たな需要の開拓や掘り起こしに向けた効果的な取り組みが行えず、依然として

厳しい経営状況となっている。また、商工会による販路開拓支援も単なる商談会や展示会の紹

介や周知に留まっていたため十分な支援ができていなかった。 
 

（改善点） 

今後は、商品・サービスのブラッシュアップ、出展経費の説明、出展助成制度の紹介等、見

本市や展示会等に出展しやすい環境づくり、商談会等ＢtoＢサイトの活用等により、販路拡大

の支援を行い、小規模事業者の売上増加や利益確保に貢献できる支援を行う。 
また、各種販路開拓補助金の活用も視野に入れ支援を行う。 

 

＜目 標＞ 

  地域経済動向調査・需要動向調査にて調査分析を行った内容を活用し、小規模事業者が自

ら売上の確保、販路開拓、新たな需要の創造を行うための情報発信の機会を増やすことを目

的として、支援案件に最も適した効果的な販路開拓支援メニューを提案し、事業者の持続的

発展と成長的発展を目指した伴走型の支援を行う。 
  また、必要に応じて、和歌山県商工会連合会、(財)わかやま産業振興財団よろず支援拠点

等と連携した専門家派遣制度を活用し、専門家による個別支援を行う。 
  特に、観光事業に関連する事業者に対しては、観光交流人口増加を図る地域活性化事業と

併せた新たな需要の開拓に寄与する事業を展開する。 

 
＜支援対象＞ 

既存の販路だけでなく新たな販路を開拓したいと考えている小規模事業者、新商品・新サー

ビス、独自技術・新技術の売り込みを図りたい事業者を中心に、需要開拓支援を行い販路拡大

に導く。 
 

＜手法・手段＞ 

  新たな需要の開拓を目指す個社を支援対象として、需要開拓を実施する個社を選定する。 

  選定した個社に対し、個社の開拓したい商品や商圏・ターゲット層などに応じた具体的な

需要開拓支援メニューを提案し、需要開拓支援を実施する。 

 
【具体的な需要開拓支援メニュー】 

下記の多様な支援メニューから、小規模事業者の販売する商品や提供するサービスの特性に

合った最適な支援を選択し、新たな販路開拓に繋がる効果的な商談機会を持てるよう支援する。 

 

  物産展・即売会等における需要開拓支援 

① 全国商工会連合会主催の「ニッポン全国物産展」への出展することで、首都圏での需要

開拓を考えている事業者を対象として販売機会を提供する。 

 

② 「紀の川市産業まつり」「いわで楽市」「青洲まつり」「紀美野町農林商工祭り」「う

ちた元気市」などの地域内のまつり・イベントは地域内の住民を対象に毎年開催され、地

元野菜や特産品（鮎寿司・焼き餅等）などが販売され、各イベント共約3,000～4,000人/

日の集客があり、地域内で新たな需要開拓を目指す事業者を主にして、商品のＰＲ販売と
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店舗案内ができ地元販路開拓に繋がる即売会等への出展の機会が持てるよう支援する。 

 

〔効果〕 

即売会等の出展により、地元及びその周辺地域の消費者に対し個社の商品と店舗をＰＲし

て、その時の客がリピーターとなり需要開拓に繋がり売上は増加する。 

 

  アンテナショップを活用した需要開拓支援 

① 首都圏での商品ＰＲと需要開拓を考えている事業者を主にして、1 日平均 2,500 人の来

場者がある全国商工会連合会が運営するアンテナショップ東京有楽町「わかやま紀州館」

への商品ＰＲに繋がる販売機会を持てるよう支援する。 

 

② 和歌山県商工会連合会のアンテナショップ「わかやま紀州館東京日本橋店」への出品支

援と各即売イベントへ出展することで、首都圏での販売と需要開拓を考えている事業者を

主に、需要開拓に繋がる販売・商談機会を持てるよう支援する。また即売イベント出展時

に支援センター職員も同行し、出展商品をＰＲするとともに、首都圏で売られている各種

商品の調査（品目・価格・パツケージ・デザイン・賞味期限等）を行い、事業者に対しそ

のデータを基に首都圏で売れる商品作りができるよう支援する。 

 

③ 和歌山県中小企業中央会が運営する「関西空港 紀州館」への出品することで、海外展開

を考えている事業者に対し出品支援するとともにジェトロ（日本貿易振興機構）と連携し

ながら海外ビジネスチャンスを持てるよう支援する。 

 

④ かつらぎ町商工会が運営する京奈和道「かつらぎ西ＳＡアンテナショップ」への出品支

援し、京阪神方面への進出を考えている事業者に対し、進出商談機会が持てるよう支援す

る。 

 

〔効果〕 

地域の市場において顧客獲得が激化する中、アンテナショップ等出品支援により売上増加

し、個社の商品の改良点と事業展開の改善点を見つけ出すことができ、需要開拓の足掛かり

となる。 

 

  見本市・商談会等への出展支援 

① 県、市や関係機関が実施する見本市、商談会等の開催情報について、電子メール等を活

用して速やかに提供して、出展事業者の増加を図る。 
② 需要動向調査結果、経営分析内容、地域の経済動向調査結果等の情報を活用し、見本市、

商談会を通じて多数の引き合いや商談が成立するよう指導・助言に努める。 
③ 見本市、商談会出展を目指した商品・サービス等をブラッシュアップを行うため、専門

家とともに、以下の指導・助言を行う。 
○ア 商品・サービスや、製品・技術の本質的な商品力向上に関すること。 
○イ ネーミング、パッケージの改良に関すること。 
○ウ 広報手段、ＰＲ等に関すること。 

④ 出展商品の販売促進策の立案・助言を行い、認知度向上と売上増加に役立てる。 
 

〔効果〕 

 ① 見本市・展示会に出展しやすい環境を整備して、潜在的な小規模事業者の出展ニーズに応

え、出展件数の増加を図ることができる。 
  ② 個社の出展機会の拡大、出展に備えた商品力の向上、ＰＲ手法の改善等で、商談数、成約

数の増加が期待できる。 
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  ③ Ｂ to Ｂ サイトを活用する事で、全国規模に取引先を拡大することが期待でき、営業力に

乏しい小規模事業者の弱点を補うことができる。 
④ 個社の目的とするターゲット層や、事業規模にあったバイヤーと直接商談でき、個社の商

品に対する評価や改善点を見つけ出し新商品開発のきっかけとなり、販路開拓の機会創出に

繋がる。 

 

  メディア等を活用した需要開拓支援 

事業者の新商品・新サービスを、支援センター（４商工会）が積極的にプレスリリースす

ることで、新聞記事への掲載、業界新聞や雑誌へのパブリシティ獲得など効果的な商品ＰＲ

を図ることで、需要開拓支援をする。特に、観光客の誘客を図るため、旅行会社や旅行雑誌

への情報提供を強化する。 

 

〔効果〕 

個社の商品やサービスの販路開拓において、経営資源に限りがある事業者には、より効果

的であり、ＰＲ機会を増やし認知度向上を図ることにより需要開拓に繋げられる。 

 

  ＩＴ(ＨＰ作成)・ＥＣサイト活用による情報発信支援 

独力でのＩＴを活用した情報発信が困難な事業者に対して、ＩＴ活用セミナーの開催・ホ

ームページの作成やＥＣサイト活用等、ＩＴを活用した需要開拓のためのセミナー（毎年１

回開催）を開催し、インターネットによる情報発信を支援する。 
 
① 全国商工会連合会の事業所ＨＰ作成システムである「ＳＨＩＦＴ」を活用し、

「Facebook」等のＳＮＳサイトも活用し、ホームページと連動させることで情報発信の充

実を図る。事業者に負担無くネットによる情報発信ができるようＨＰの立ち上げから定期

的な更新作業、ネットショップの立ち上げにいたるまで経営指導員が寄り添って支援を行

う。 
 
② 同じく全国商工会連合会の公式ショッピングサイト「ニッポンセレクト.com」への登録

を支援し新たな需要開拓を進める。 

 

③ 和歌山県食品流通課の「和歌山県商品カタログ」と「和歌山県産中間加工食品カタログ」

への商品登録やヤフーショッピングサイト上に開設している「ふるさと和歌山わいわい市

場」への出店支援することで商品ＰＲ力を向上させ、ビジネスチャンスを持てるよう支援

する。 

 

④ ふるさと納税謝礼品カタログへの商品登録を支援し、新たな需要開拓機会を提供する。 

 

〔効果〕 

ＩＴの活用を推進することにより、個社の新たな需要開拓と情報発信力の向上に資するこ

とができ事業者の商品やサービスの認知度を高めることで販路開拓に繋げる効果がある。 

 

  観光商業プロデュース誘客事業による販路開拓支援 

 経営支援センターを中心として関係機関・各種団体と連携し、広域的な観光ネットワーク

を構築し、観光交流人口増加による販路開拓拡大に繋がる機会創出のため、以下の事業をプ

ロデュースする。 

① 広域観光ルートの開発事業 

 観光客アンケート調査により得たデータを活用し、地元住民では気付かない優れた観光

資源・特産品の掘り起こしを行い、新たな観光資源と体験型（ものづくり体験、収穫体験
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など）観光を組み入れた魅力ある新たな観光メニューの開発と既存地域内事業所を巡る長

時間の着地型・滞在型観光ルートの開発を行い、観光客の誘客増加を図り、事業者の需要

開拓に繋げる支援を行う。 

 

② 広域観光マップ作成による観光客誘客事業 

当地域は年間６１８万人の観光客が訪れる和歌山市と全国的に有名な年間２８７人

（H.26 年観光客動態調査より）が訪れる高野山に挟まれ、その両地域から車で 30 分程度

で来られる好立地条件を活かし誘客を図るため、各地域観光資源を活用した地域全域の魅

力ある体験型ルートを組み入れた広域観光マップ（30,000 部）を製作し、和歌山県・和歌

山市・高野町・紀の川市・岩出市・紀美野町の行政及び観光協会・各種団体等と連携を図

り、当地域外への配布発信を行い、観光客増加による事業者の新たな需要開拓に繋がる機

会提供を支援する。 

 

③ 誘客イベント事業の展開 

和歌山観光客動態調査（H.26 年）では和歌山県へ来る観光客の半分以上が京阪神方面か

らでその客を取り込み、事業者に新たな需要開拓の機会を提供するため、地域内観光協会

連絡協議会と連携し、関西の観光・特産品情報誌と提携して次の事業を実施する。 

○ア Ｆ-１グランプリ（フルーツスイーツコンテスト）の開催〔実施時期 6 月～8 月〕  

（事業内容） 

地域内の豊富なフルーツを使用した新商品の開発とブランド力強化を目的として、地

域内の小規模事業者を対象にフルーツスイーツのナンバーワンコンテストを開催する。

マスメディアにプレスリリースし、フルーツスイーツマップ 30,000 部を製作（上記観光

マップに掲載）、当地域及び周辺地域へ配布し、参加事業者及びその店舗周辺の事業者に

新たな販路開拓の機会を提供する。 

 

○イ スタンプラリー［スマホポイントラリー（仮称）］の開催〔実施期間 9 月～11月〕 

（事業内容） 

観光客が当地域内の観光地（根来寺・青洲の里等）や協賛事業所（小売店・飲食店・

サービス店等）を巡り、ポイントを集め、景品をゲットする誘客イベントを開催（期間

３ヶ月間）し、参加事業者に新たな需要開拓に繋がる機会を提供する。 

 

〔効果〕 

① 新観光ルートを組み入れた体験型観光マップの配布、誘客イベント等により観光客が増

加、イベント参加事業者の需要開拓に繋がる。また、事業終了後もリピータ客により小規

模事業者の持続的発展が図れる。 

② 観光客増員に伴い地域活性化に繋がり地域内の他の小規模事業者（小売業・飲食店・サ

ービス業）にも波及効果により需要開拓に繋げられる。 

 

  その他の支援 

① 地域の魅力あふれる商品については、県のプレミア和歌山（優良県産品の認定制度）を

積極的登録支援することで、商品力アップとブランド化を図り、認知度を向上させ、需要

開拓に繋がるよう支援する。 

 

② 事業者に対し販路開拓に繋がる情報提供を強化し、情報活用戦略・販路開拓支援セミナ

ーを開催（毎年 1 回）する。 

 

〔効果〕 

やる気のある小規模事業者に対しての新たなビジネスチャンスになるとともに策定した事
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業計画書に盛り込んだ新商品、新サービス、新技術に対する需要に関する検証の場となり、

また、積極的に販路開拓に取り組むことで、事業者の経験値と見識が高まり事業者の情報

発信力と商談能力を向上させ個社の自立を促すことができる。さらには、個社の持続的発

展へ繋がる効果が見込まれる。 

 

＜数値目標＞ 

 

◎新たな需要の開拓事業（支援メニュー）を支援する小規模事業者目標数    （単位：件） 

地区＼年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度

経営支援センター（合計） 290 310 330 350 370 

（内訳） 

 

 

 

紀の川市商工会 139 148 157 166 175 

岩出市商工会 92 98 104 110 116 

紀美野町商工会 41 44 47 50 53 

 那賀町商工会 18 20 22 24 26 

※  各年度の目標数値は、下記支援メニュー別支援小規模事業者目標合計数に対照 
※  商工会毎の内訳：管内の小規模事業者数に応じて按分 

※ 各年度の目標は新たな需要開拓事業の延べ支援事業所数 

 

◎支援メニュー別支援小規模事業者目標数及び成果目標数 （単位：件） 

支援メニュー（成果目標）＼年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 

  物産展・即売会等販路開拓支援 

①ニッポン全国物産展の出展者数 4 4 4 4 4 

（売上目標10万円/日以上の出展者数） (2) (2) (3) (3) (3) 

②地域のまつり・イベント出展者数 20 20 20 20 20 

（売上目標10万円/日以上の出展者数） (10) (10) (15) (15) (15) 

  アンテナショップを活用した販路開拓支援 

①東京有楽町わかやま紀州館出展者数 4 4 4   4 4 

（売上目標30万円/月以上の出展者数） (2) (2) (3) (3) (4) 

②わかやま紀州館日本橋店出展者数 4 4 4 4 4 

（売上目標30万円/月以上の出展者数） (2) (2) (3) (3) (4) 

③関西空港 紀州館出展者数 3 3 3 3 3 

（売上目標30万円/月以上の出展者数） (1) (1) (2) (2) (3) 

④京奈和道アンテナショップ出展者数 10 10 10  10 10 

（売上目標30万円/月以上の出展者数） (5) (6) (7) (8) (9) 

  見本市・商談会等への出展者数 

①見本市・商談会等への出展者数 10 10 10 10 10 

（新規取引成約目標 3 件以上出展者数） (3) (4) (5) (6) (7) 

 メディアを活用した支援事業者数 

①メディアを活用した支援事業者数 4 4 4 4 4 

（対前年付加価値額 3%増加事業者数） (2) (2) (3) (3) (4) 

  IT・ECサイト活 用 による情報発信支援 

①全商連の事業所ＨＰ作成事業者数 20 20 20 20 20 
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（新規取引成約目標1件以上事業者数） (2) (2) (2) (2) (2) 

②全商連ニッポンセレクト出品事業者 10 10 10 10 10 

（対前年付加価値額3%増加事業者数） (2) (3) (4) (5) (6) 

③ふるさと和歌山わいわい市場出展者数 8 8 8 8 8 

（対前年付加価値額3%増加事業者数） (3) (4) (5) (6) (7) 

④ふるさと納税謝礼品登録出展者数 4 4 4 4 4 

（対前年付加価値額3%増加事業者数） (1) (1) (1) (1) (1) 

  誘客イベント事業 参加者目標数 

③誘客イベント事業 

○ア Ｆ-１グラﾝプリ事業参加事業者数 65 70 75 80 85 

（月商15万円以上増加の事業者数） (30) (40) (50) (60) (70) 

○イ スタンプラリー事業参加支援件数 120 135 150 165 180 

（月商15万円以上増加の事業者数） (80) (90) (100) (110) (120) 

  その他の支援 

①プレミア和歌山申請支援事業者数 4 4 4 4 4 

（新規取引成約1件以上目標事業者数） (1) (1) (2) (2) (3) 

②新たな需要開拓支援事業所数合計 290 310 330 350 370 

（成果目標事業者数合計） (146) (170) (204) (228) (258) 

※ 上記各年度の数値は延べ支援小規模事業者数 

※ 付加価値額＝営業利益＋人件費＋減価償却費 

※ Ｆ－１グランプリ目標数値の算出根拠：当初地域内全飲食店数 325 事業所×20%を想定 

※ スタンプラリー目標数値の算出根拠：当初地域内全小売・飲食店数 1,208 事業所×10%を想定

(事業所数値は 26 年経済センサスより抽出) 

 

◎  事業所ＨＰ作成システム「ＳＨＩＦＴ」ＨＰ作成セミナー 受講小規模事業者者目標数  

ＩＴ支援事業の内容＼年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 

ＨＰ作成セミナー受講支援事業所数 20 20 20 20 20 

（ＨＰ作成事業所数） (20) (20) (20) (20) (20) 

※ 上記各年度の数値はホームページ作成講習会新規小規模事業者数     （単位：件） 

 

 

◎  ②情報活用戦略・販路開拓支援セミナー受講小規模事業者者目標数    （単位：人） 

支援事業の内容＼年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 

情報活用戦略・販路開拓セミナー 

受講事業者支援件数 
30 30 30 30 30 

（対前年付加価値額3%増加事業所） (15) (15) (20) (20) (25) 

※ 付加価値額＝営業利益＋人件費＋減価償却費 

※ 上記各年度の数値は新規小規模事業者数 
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Ⅱ.地域経済の活性化に資する取組 
 

（現 状） 

地域経済活性化に資する取組みは、各４商工会がそれぞれ行政及び経済団体と連携し、地域

経済活性化事業を実施してきたが、個別に行う事業では効果が少なく、地域経済活性化には至

っていないのが現状である。 

 

（目 標） 

◇ 今後は、岩出市・紀美野町の観光協会事務局を商工会事務局が担当し、紀の川市観光協会

についても紀の川市商工会が濃密な連携関係にある紀の川市商工観光課が事務局を担当して

いることから３市町の観光協会で海草那賀観光協会連絡協議会（仮称）を組織し、統一した

事業方針を共有し広域的な地域活性化事業を実施していく。 

◇ 事業実施については海草那賀経営支援センターを中軸に、「京奈和自動車道」の交通利便性

の強みを活かし、４商工会エリアでの連携した広域的な“地域資源”や“観光資源”を活用

し、地域のブランド化を図るため地域経済の活性化に取り組む。 

◇ 各商工会は、町行政や各関係団体と連携した支援体制を構築することにより各事業を実施

し、観光客の増加による地域内の経済波及効果と地域小規模事業者のビジネスチャンスの創

出による地域活性化を目標とする。（地域の多様な機関と連携した取り組み） 

 

（取り組む事業） 

  観光メニューの育成による地域経済活性化 

和歌山県を訪れる観光客は年間３,０８２万人（H.26年度観光客動態調査）の内、海草那賀

地域の観光客は３１８万人と少ない。近隣地域（高野山287万人・和歌山市618万人）の観光

客を呼び込む観光ルートの充実化及び地域連携を図り、当地域内を周遊する観光コースを創

作する。これにより、観光客の増加をはかり、観光関連産業をはじめ地域全体に経済波及効

果を呼び起こす。 

① 体験型観光メニューの育成・充実化 

自然・食文化等日常の生活そのものを観光メニューに育成する。観光客が体験したいと

思う「観光体験メニュー」を創出し、観光客増加による地域経済活性化を図る。 

 

② 地域食材を活用した食のブランド化 

Ｆ－１グランプリイベント開催により地域外への沢山の種類の豊富なフルーツの品質・

味覚などをＰＲし、ブランド化（あら川の桃、八朔等）を高めることにより、食を目的と

した誘客を図り、宿泊業、飲食業、及びそれらに関連する各業種事業所にビジネスチャン

スを与え地域経済活性化に寄与する。 

 

③ 民泊事業を活かした体験型ツアーによる観光交流人口の誘客 

従来の観光スタイルを変えた民泊事業は、既に当地域で実施している。体験泊や最近で

は外国からの観光客が地方に分散され体験型ツアーに訪れる傾向があり、地域内の小規模

観光事業者と連携タイアップし、体験型ツアーによる外国人の誘客を促進していくことに

より地域内に一層の経済波及効果が生まれる。 

 

④ 定住人口の増加 

豊かな自然や歴史文化、温暖な気候や人情味あふれる県民性など、４商工会地域には田

舎暮らしの魅力と交通の利便の両方を備えている。地域の魅力を情報発信することにより、

地方への移住や定住人口の増加を促す。 
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◎誘客イベント事業による誘客目標数                   

        

需要開拓事業の内容＼年度 
29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 

Ｆ－１グラプリ誘客目標人数 

（参加店舗数） 

6,500人

(65店) 

7,000人

(70店) 

7,500人

(75店) 

8,000人

(80店) 

8,500人

(85店) 

スタンプラリー誘客目標人数 

（参加店舗数） 

12,000人

(120店)

13,500人

(135店)

15,000人

(150店)

16,500人

(165店)

18,000人

(180店)

※ Ｆ－１グランプリ目標数値の算出根拠：参加店舗数×100人 

※ スタンプラリー目標数値の算出根拠 ：参加店舗数×100人 

 

  地域資源の活用・新商品開発の支援 

山と川の自然に恵まれた環境にある利点を活かし、農林水産業者との連携による「６次産業

化」や「農商工連携」等の積極的に推進し、地域特産品の開発を支援する。また、地域内連携

による生産活動の展開と観光産業との連携を強化する。 

これにより、地域小規模事業者の持続的発展に向けた事業領域を確立し、ビジネスチャンス

創出による売上拡大をはかり、地域経済の活性化に寄与する。 

① 農産物や生産者等の実態調査や意見交換会等の開催により、地域資源の掘り起こしを行い

小規模事業者への情報提供やマッチング支援に活用する。 

② 補助金・助成金制度や融資制度等の各種支援制度を積極的に情報提供し活用を支援する。 

③ 現状の特産品に更なる付加価値を高める「魅力ある地域産品」の開発と地域内外の連携によ

る販路開拓支援を実施する。 

 

 

（各商工会の取組について） 

 

〔紀の川市商工会〕 

紀の川市観光協会では地域経済活性化に向けた「フルーツツーリズム推進協議会」が組織され、

豊富なフルーツを活用した事業を実施している。行政・各種団体・一般市民と商工会もメンバー

として、地域のブランド化に向けて協働する。 

各イベントでは、商工会を含む市内各種団体を構成員とする実行委員会が、企画、実行、運営

し、地域の独自色を打ち出し、地域住民の郷土愛や連帯感を強めるきっかけともなっている地域

の伝統的な祭り･市民イベントを実施している。 

（事業内容） 

① 市民が参加する「フルーツツーリズム推進協議会」に参加し、会議において、地域経済の

活性化を検討し、フルーツをテーマにした体験型「フルーツ博覧会」を開催するなど事業実

施を行いつつ、地域ブランド化の方向性を共有する。 

② 市内各種団体等を構成員とする各イベントの実行委員会を組織し、特産品のＰＲ、販路開

拓等を目的とした各種イベントを戦略的に実施する。  

③ 猫駅長「たま駅長」で全国的にも紹介されている「たまステーション」（和歌山電鉄貴志駅）

を中心とするエリアマップの作製をすすめ、地域経済全体の活性化に繋がるよう相乗効果を

追求する。 

 

〔岩出市商工会〕 

現在、岩出市では、第２次長期総合計画（後期計画）を策定中である。「和歌山県のゲートタウ

ンとして立地条件を活かした地域産業の活性化」のあり方を検討しており、同計画策定の協議・

審議を通じて、行政・各団体等と地域経済活性化の方向性について意識の共有を図っている。 
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同計画に基づき、下記の事業等を戦略的に実施する。 

（事業内容） 

① 小規模事業所の活性化を目的とした地域内消費の拡大、大型店との共存共栄を図っていく。

② 地域経済活性化をはかるため、地元開催の夏まつりや観光イベント、県、都市部へのイベ

ント出店を戦略的に推進する。                              

③ ＪＡ・観光協会と協力体制をとりながら、当地域の観光資源や地域ブランドとなり得る農

産物を活用・発掘し、個別企業の６次産業のみならず、地域としての６次産業化を図ってい

く。 

 

〔紀美野町商工会〕 

経済の活性化に資する取組としては、商工会、紀美野町、紀美野町観光協会、ＪＡ等の地域内

各種団体及び地域住民等で組織する「紀美野町まちづくり推進協議会」において、今後のまちづ

くりの方向性を共有しながら、地域経済活性化について検討する。 

また、商工会は紀美野町観光協会の事務局として、構成団体である紀美野町、地域内各種団体、

地域内観光関連事業者と歩調を合わせ、自然や温泉、歴史、文化遺産などの多様な観光資源を活

かした観光振興を推進する。 

最近では中山間地域である本町に、お洒落なカフェが急増しており、観光資源としての「カフ

ェの町きみの」として、地域のブランド化を図っていくための仕組みづくりを検討する。 

（事業内容） 

① 紀美野町まちづくり推進協議会」において今後のまちづくりの方向性を共有しながら、地

域経済の活性化を図っていく。 

② 「カフェの町きみの」をＰＲするために、ターゲットを女性に絞った、お洒落で可愛いパ

ンフレットを作製するなどして、行政・各種団体と共同して地域のブランド化を図る。 

 

〔那賀町商工会〕 

「紀の川市フルーツ・ツーリズム推進協議会」が、一般市民参加型で、地域経済活性化の関係

者で意識共有を図る会議として稼動しており、商工会もメンバーとして、地域経済活性化の方向

性を共有し、事業を実施する。 

（事業内容） 

① 市民が参加検討する「紀の川市フルーツ・ツーリズム推進協議会」へ参加し、地域経済の

活性化の方向性について検討する。 

② 世界初の全身麻酔による手術に成功した医聖華岡青洲生誕の地として、観光にも力を注ぎ

紀の川市・観光協会と共にイベント等を企画し、観光客の誘客とそれに伴う新市場の増加を

目指す。 

③ 各イベントの企画・運営や祭り・市民イベントを戦略的に実施する。 
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Ⅲ．経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組 
 

１．他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 
  「海草那賀ブロック経営支援会議」を下記の支援機関を開催し、地域の小規模事業者の現状、

地域の需要動向、地域の金融動向、支援ノウハウ、支援の現状等について情報交換、意見交換

をすすめ、需要開拓に繋げる。 

  また、地域の金融機関、各種団体等を中心とする構成により、円滑な域内の資金循環の構築

に繋げる。 

  下記の「海草那賀ブロック観光協会連絡協議会」を開催し、観光交流人口増加のための事業

を実施し、小規模事業者の販路開拓拡大に繋げる。 

 

  ◎「海草那賀ブロック経営支援会議」構成機関（予定） 

  ・和歌山県よろず支援拠点 

    ・公益財団法人わかやま産業振興財団 

    ・日本政策金融公庫和歌山支店 

    ・和歌山県信用保証協会 

・管内金融機関 

・和歌山県商工会連合会 

     

◎「海草那賀ブロック観光協会連絡協議会」構成機関（予定） 

・紀の川市観光協会、岩出市観光協会、紀美野町観光協会 

・紀の川市、岩出市、紀美野町の行政機関 

 

（目 標） 

各支援機関と共に、地域の需要動向等の情報交換をしながら需要開拓に繋げていくとともに、

地域の金融動向等の情報交換をすすめ、色々な情報をもって支援すると同時に支援ノウハウの蓄

積と向上のため取り組んで行く。 

また、支援ノウハウの情報交換を実施することで、より柔軟で効果的な小規模事業者支援に繋

げる。 

     

   ◎海草那賀ブロック経営支援会議開催目標回数            （単位：回） 

年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 

海草那賀ブロック経営

支援会議開催回数 
2 2 2 2 2 

海草那賀ブロック観光

協会連絡協議会 

開催回数 

2 2 2 2 2 
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２．経営指導員等の資質向上等に関すること  

 

〔経営指導員等の資質向上について〕 

  ＯＪＴによる経験値の向上 

経営指導員と補助員・記帳指導職員等がチームで小規模事業者を支援することを通じて、情

報収集・指導・助言等のスキルをＯＪＴにより学び、伴走型の支援能力の向上を図る。また、

専門家等の派遣指導には同行し、事業計画書策定、コミュニケーション力等についてのスキル

習得に努め、売上や利益を確保することに重視した支援能力の向上を図る。 

 

  定期的な勉強会による情報の共有 

経営指導員等が習得した支援ノウハウについて、補助員・記帳指導員を含め職種を横断した

「勉強会」「情報交換会」を四半期に１回実施することにより、すべての職員がノウハウを共

有し、支援能力の向上に繋げる。 

 

  Ｏｆｆ-ＪＴによる専門分野の資質向上 

和歌山県や全国商工会連合会、和歌山県商工会連合会が主催する研修会への参加に加え、新

任職員の計画的なスキルアップを図るため中小企業基盤整備機構・中小企業業大学校の研修会

へ派遣し専門分野の資質向上を図る。 

 

  システムを活用した情報共有 

共有サーバーである「基幹システム」を活用し、４商工会内で常に支援内容の情報共有を図り、

継続的に伴走型支援の取組みを実施する。 

 

 

〔経営支援センター〕 

  海草那賀経営支援センターにおいて、指導力アップと経営ノウハウの向上を図るため、年６

回の経営分析会議の中で実践による経験実績や情報等を共有し、経営指導員等のスキルアップ

を図る。 

  地域内の４商工会の経営指導員１３名は全員経営支援センター業務を兼任し、支援センター

長・副センター長の下、経営支援センターを中心に経営発達事業計画を積極的に推進する。 

  経営指導員は小規模事業者の情報を共有し、小規模事業者に対して伴走型で支援をする。 

  経営支援センター職員がチーム巡回し、専門家とも連携する中でＯＪＴを推進する。その際、

特にベテラン経営指導員から若手経営指導員への支援ノウハウの移行を重視する。 

 

〔紀の川市商工会〕 

小規模事業者の支援にかかる研修会を開催し、組織内の全職員でノウハウを共有する。また従

来の勉強会に加え、各分野の専門家による｢利益確保のための経営支援勉強会｣を月1回開催する。 

 

〔岩出市商工会〕 

中小企業診断士等の専門家を講師として事業計画策定支援研修会を開催し、事業計画策定能力の

向上を図る。また講師を商工会職員輪番制で｢利益確保のための経営支援勉強会｣を月1回開催する。

 

〔紀美野町商工会〕 

組織内職員で意識して知識を共有することが必要であり、組織全体でレベルアップを図ることが

重要であると考える。また、一番の資質向上は、専門家派遣等のエキスパートに積極的に同行する

ことや、専門家によるＯＪＴ指導により実際に事業所の支援を行うこと、つまり知識の蓄積や経験
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を積むことであると考える。 

地域の前向きで意欲のある支援を必要とする「やる気のある事業所」との出会いが重要であると

考え、これらの事業所にどのような支援が可能かを模索し、実際に支援しながら経験を積み、事業

所とともに自身も成長することが大切なことと考える。 

 

〔那賀町商工会〕 

中小企業診断士等の専門家を講師として事業計画策定支援研修会を開催し、事業計画策定能力の

向上を図る。また、講師を商工会職員輪番制で｢利益確保のための経営支援勉強会｣を月1回開催す

る。 

 

３．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること  

下記の仕組みにより、経営発達支援事業のＰＤＣＡサイクルを定着させる。 

 

  毎年度、事業の実施状況及び成果について、外部有識者委員２名以上（大学等教員と中小企

業診断士を想定）と各商工会会長で構成される「事業評価会議」を開催し、検証・評価・見直

しを行い、ＰＤＣＡサイクルを回していく。 

 

  結果については、海草那賀ブロック商工会広域協議会幹事会へ報告し承認を受けるとともに

各商工会理事会に報告する。 

 

  経営支援センターが実施する経営革新承認や経営改善計画作成支援（金融機関提出用）、創

業支援、地域資源活用支援、農商工連携支援など高度・専門的な課題解決に向けた事業計画策

定・実施支援内容は和歌山県に報告する。 

 

  検証・評価・見直し内容については、各商工会ＨＰにて掲載公表する。 

① 紀の川市商工会ホームページ（http//www.shokokai.or.jp/30/3020810000/index.htm） 

② 岩出市商工会ホームページ（http//www2.w-shokokai.or.jp/iwade/） 

③ 紀美野町商工会ホームページ（http//www2.w-shokokai.or.jp/kimino/） 

④ 那賀町商工会ホームページ（作成中） 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

 

（１）組織体制（２８年９月現在） 

 

【４商工会共同実施のための会議体】 

◇名 称  海草那賀ブロック商工会広域協議会 

◇代表者  会長 高田亮平（紀の川市商工会長） 

 

※ 最高意思決定機関「広域協議会総会」 

※ ４商工会の会長・副会長にて構成。 

 

◇本協議会内に、４商工会の共同支援体制として「経営支援センター」を設置。

「広域協議会総会」で決定された方針のもと活動を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経営発達支援事業は、経営支援センターと各商工会指導員が 

濃密に連携し、実施する 

 

紀の川市 

商工会 

紀美野町

商工会 

岩出市 

商工会 

那賀町 

商工会 

海草那賀ブロック商工会広域協議会

（４商工会の共同支援体制） 

 経営発達支援 

小 規 模 事 業 者 

連
携 

連
携 

連
携 

連
携 
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「海草那賀ブロック商工会広域協議会」組織図 

経営支援センターに係る機関決定は、総会・幹事会にて行う。 

 
◇事務局体制 

職名等 紀の川市商工会 紀美野町商工会 岩出市商工会 那賀町商工会

事務局長 １名 １名 － － 

経営指導員 ６名 
支援センター兼務 

３名 
支援センター兼務 

３名 
支援センター兼務 

１名 
支援センター兼務

補助員 ３名 １名 １名 － 

合計 １０名 ５名 ４名 １名 

※ 「－」は、設置なしを示す。 

※ ４商工会の経営指導員は、主として経営発達支援事業の実施を担う。 
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（２）連絡先 

経営支援センター 海草那賀ブロック商工会広域協議会 経営支援センター 

住  所 和歌山県紀の川市貴志川町上野山２８ 

紀の川市商工会貴志川支所内 

電話番号 ０７３６－６４－４１８１ 

紀の川市商工会 

（幹事商工会） 

相談部署 経営支援課 

住  所 和歌山県紀の川市粉河８７８番地２ 

電話番号 ０７３６－７４－３０００ 

メールアドレス info@kinokawa-sci.or.jp 

ホームページＵＲＬ 

http://www.shokokai.or.jp/30/3020810000/index.htm 

岩出市商工会 

 

 

相談部署 指導係 

住  所 和歌山県岩出市荊本７７番地の３ 

電話番号 ０７３６－６２－７１１１ 

メールアドレス info-iwade@w-shokokai.or.jp 

ホームページＵＲＬ 

http://www2.w-shokokai.or.jp/iwade/ 

紀美野町商工会 

 

相談部署 指導係 

住  所  和歌山県海草郡紀美野町動木１３８８番地１ 

電話番号  ０７３－４８９－３２６０ 

メールアドレス kimino@w-shokokai.or.jp 

ホームページＵＲＬ 

 http://www2.w- shokokai.or.jp/kimino/ 

那賀町商工会 

 

相談部署 指導係 

住  所  和歌山県紀の川市名手市場１４６番地４ 

電話番号  ０７３６－７５－４０２６ 

メールアドレス  naga_shokokai@ia1.itkeeper.ne.jp 

ホームページＵＲＬ（作成中） 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法  

 

【経営支援センター（幹事商工会：紀の川市商工会）】 

（単位 千円） 

商工会＼年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 

必要な資金の総額（合計） 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000

（内訳）   
 

 

 

1.紀の川市商工会 

経営発達支援事業費 
3,500 3,500 3,500 3,500 3,500

2.岩出市商工会 

経営発達支援事業費 
3,500   3,500 3,500 3,500 3,500

3.紀美野町商工会 

経営発達支援事業費 
3,500   3,500 3,500 3,500 3,500

 4.那賀町商工会 

経営発達支援事業費 
3,500 3,500 3,500 3,500 3,500

 5.海草那賀経営支援センター 

経営発達支援事業費 
1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

 

調達方法 

会費、国補助金、県補助金、市町村補助金、事業受託料収入、手数料収入、受託料収入
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（別表４） 

 商工会及び商工会議所以外の者と連携して経営発達支援事業を実施する場合の連携に

関する事項 

連携する内容 

 

１ 地域の経済動向の調査に関すること 

和歌山県・紀の川市・岩出市・紀美野町と連携し、情報収集する。分析結果につ

いては、小規模事業者支援に活用するとともに、各種施策へ反映してもらうデータ

として情報の共有活用をはかる。 

 

３ 事業計画策定支援に関すること 

和歌山県よろず支援拠点（公益財団法人わかやま産業振興財団）・日本政策金融公

庫和歌山支店・和歌山県保証協会と連携し、事業計画策定及び各種情報の提供など

の支援を実施する。 

 

４ 事業計画策定後の実施支援に関すること 

和歌山県よろず支援拠点（公益財団法人わかやま産業振興財団）・日本政策金融公

庫和歌山支店・和歌山県保証協会と連携し、進捗確認、改善提案、融資斡旋、補助

金活用などの支援を実施する。 

 

５ 需要動向調査に関すること 

和歌山県・紀の川市・岩出市・紀美野町・和歌山県観光連盟・紀の川市観光協会・

岩出市観光協会・紀美野町観光協会と連携し、業種及び地域ごとに需要動向を調査

する。 

 

６ 新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

和歌山県・紀の川市・岩出市・紀美野町・和歌山県観光連盟・海草那賀観光協会

連絡協議会（紀の川市観光協会、岩出市観光協会、紀美野町観光協会）・和歌山県よ

ろず支援拠点（公益財団法人わかやま産業振興財団）と連携し、物産展・展示会、

商談会、マッチング等の情報提供及び出展支援や出展後のフォローアップ支援を実

施する。 
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連携者及びその役割 
 

連携事業 

番号 
連携者名・代表者名 所在地 役  割 

１、５、

６ 

和歌山県 

知事 仁坂 吉伸 

和歌山県 

和歌山市 

小松原 1-1 

 

・地域経済動向調査、需要動向調査及

び新たな需要開拓に寄与する事業

に関する情報収集及び情報提供 

１～６ 和歌山県商工会連合会 

会長 森田 敏行 

和歌山県 

和歌山市 

十番丁 19 

 

・経営発達支援事業全般にわたる情報

収集及び情報提供 

３、４、

５、６ 

和歌山県よろず支援拠点 和歌山県 

和歌山市 

本町二丁目 1 

フォルテ６F 

・事業計画策定及び策定後の実施支

援、新たな需要開拓に寄与する事業

についての情報収集及び情報提供 

３、４、

５、６ 

日本政策金融公庫 

和歌山支店 

和歌山県 

和歌山市 

十二番丁 58 

 

・事業計画策定及び策定後の実施支

援、需要動向調査、新たな需要開拓

に寄与する事業についての情報収

集及び情報提供 

３、４ 和歌山県信用保証協会 

本店 

和歌山県 

和歌山市 

十二番丁 39 

・事業計画策定及び策定後の実施支援

についての情報収集及び情報提供 

１、５、

６ 

紀の川市  

市長 中村 愼司 

和歌山県 

紀の川市 

西大井 338 

 

・地域経済動向調査、需要動向調査及

び新たな需要開拓に寄与する事業

に関する情報収集及び情報提供 

１、５、

６ 

岩出市 

市長 中芝 正幸 

和歌山県 

岩出市 

西野 209 

 

・地域経済動向調査、需要動向調査及

び新たな需要開拓に寄与する事業

に関する情報収集及び情報提供 

１、５、

６ 

紀美野町 

町長 寺本 光嘉 

和歌山県 

海草郡紀美野町 

動木 287 

 

・地域経済動向調査、需要動向調査及

び新たな需要開拓に寄与する事業

に関する情報収集及び情報提供 

１、５、

６ 

紀の川市観光協会 

会長 城口 豊 

和歌山県 

紀の川市 

西大井 338 

 

・地域経済動向調査、需要動向調査及

び新たな需要開拓に寄与する事業

に関する情報収集及び情報提供 

１、５、

６ 

岩出市観光協会 

会長 北田 信幸 

和歌山県 

岩出市 

荊本 77-3 

岩出市商工会内 

・地域経済動向調査、需要動向調査及

び新たな需要開拓に寄与する事業

に関する情報収集及び情報提供 

１、５、

６ 

紀美野町観光協会 

会長 畠山 博充 

和歌山県 

海草郡紀美野町 

動木 1388-1 

 

・地域経済動向調査、需要動向調査及

び新たな需要開拓に寄与する事業

に関する情報収集及び情報提供 

  



－４７－ 

連携体制図等 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
各商工会 

 
経営支援

センター

和歌山県よろず支援拠点 

日本政策金融公庫 和歌山支店 

和歌山県信用保証協会 

【経営発達支援事業の共同実施】

・事業計画策定及び策定後の実施支

援、新たな需要開拓に寄与する事

業についての情報収集及び情報

提供 

小規模事業者

和歌山県、紀の川市、岩出市

紀美野町、紀の川市観光協会、

岩出市観光協会、紀美野町観

光協会 

・地域経済動向調査事業、需要動向

調査及び新たな需要開拓に寄与

する事業についての情報収集及

び情報提供 

和歌山県商工会連合会 

経営発達支援事業全般にわ

たる情報収集及び情報提供 


